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11．主な訪問議事録

2004 年９月９日（木）

①　時間：11:30 ～ 12:30　場所：保健省　次官室

目　的：表敬及び調査内容協議

出席者：保健省側　Mr. Ranjith Maligaspe 保健次官

　　　　　　　　　Dr. H. S. B. Tennakoon Deputy Director General (Planning)

　　　　　　　　　Dr. Kahandhalinage Deputy Director General (Health Services)

　　　　日 本 側　内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林JICA事務所員

議　事：

１．フェーズⅠ調査、マスタープラン承認手続き説明

（調査団）フェーズⅠでは現状分析から戦略策定、優先プロジェクト提案までを行い、中央政

府だけでなく、地方政府も巻き込んでの参加型調査を実現したが、１つだけやり残した課

題が、政府系医師組合（GMOA）の問題である。

（保健省）保健マスタープラン（HMP）承認のためのGMOAとの交渉は、予想より遅れてい

るが、毎週会合をもち、政策や戦略の内容については合意に達した。残るのは提案された

全プロジェクトの内容確認だけであり、全体作業の４割は終わった段階である。マスター

プラン承認がなくてもフェーズⅡには進めるが、承認があったほうが調査実施に好ましい。

（調査団）フェーズⅠ調査でスリランカ保健セクターの構造的問題を明確に示した点が、世界

保健機関（WHO）にも評価されており、日本の行った保健分野の調査が初めて国際的に注

目されている。

２．フェーズⅡ調査の内容、事前調査団の目的

（調査団）フェーズⅡは、フェーズⅠで提案したプログラム／プロジェクトの実施を促進する

ための調査であり、パイロットプロジェクトの実施やアクションプラン策定を含む。事前

評価調査の目的は、どの分野がフェーズⅡにふさわしいかをスリランカ政府と協議し

フェーズⅡの内容を決めることである。

　フェーズⅡの内容として、主要疾患の治療に必要なコストを分析し保健財政の問題をよ

り具体的に示すことや、フェーズⅠで実施した疫学的調査を更に進めることなどが考えら

れる。例えば１～２か所の病院を選んで、コスト分析をしつつ病院マネージメント強化も

行う、といったことが想定される。他のドナーからも多額の資金が保健セクターに流入す

るこのタイミングに、他ドナーと協調して効果を最大限にできるような調査にしたいと考

えている。フェーズⅡの期間は約２年を想定しており、予算は実施する内容により決まる。

３．他ドナーのプロジェクト実施状況

（保健省）世界銀行（スリランカ保健セクター開発プロジェクト：SLHDP）は５年間で6,000万

ドルの予算で、母子保健、精神保健、栄養、非感染性疾患（NCD）、病院管理などの分野

でプロジェクトを実施する。各県を対象としたプロジェクトは初年度は10万ドルの予算を

均等に配分するが、次年度からはパフォーマンスに基づいた予算配分になる。WHO は予

算規模は小さいが CCS（Country Cooperation Strategy）に基づき病院業務改善のプロジェ
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クトを実施中で、世界銀行もまず２州でパイロットプロジェクトとして病院管理プロジェク

トを実施する。国際協力銀行（JBIC）の小規模インフラ整備事業（SIRUPⅡ）やGlobal Fund

もある。

（調査団）重複を避けるためにも、保健省によるコーディネートが必要である。（相手方は同

意）

４．日程打合せ：保健大臣との会談が設定された。

②　時間：14:30 ～ 15:00　場所：JICA スリランカ事務所　

目　的：表　敬

出席者：杉原敏雄　スリランカ事務所所長

議　事：

（所　長）１つの国で続けて２つの開発調査を実施するのは初めてのケースだが、フェーズⅡ

調査は、どのような内容になるのか。

（調査団）フェーズⅠ調査では、なかなかとらえにくかったスリランカ保健セクターの構造的

な問題を明確にしてマスタープランにしたことが、国際的にも注目されており、11月にWHO

（SEARO）のセミナーでも発表することになっている。日本の援助プロジェクトの報告書を

他のドナーがほしがるなどということは今までなかったことであり、日本が行った知的なア

ウトプットとして、このマスタープランは画期的である。今後も国際的なジャーナルに投稿

するなどしてマスタープランの内容を宣伝していきたいと考えている。

　従来型の開発調査のようにただ“ニーズがある”と書くのではなく、途上国にある構造的

な問題を分析し、セクターのなかでどの部分が変化し得るかを調べて提案していかないとい

けない。マスタープランの承認に反対していた政府系医師組合（GMOA）との交渉も進んで

おり、医師組合自身も、保健セクターが抱える問題についてはよく分かっているのだと思

う。フェーズⅡは、マスタープランの実施を支援するための調査で、政治的に問題になるよ

うなテーマは選ばないようにする。テーマとしては、病院の業務改善やコスト分析、予防対

策などを想定している。

（所　長）マスタープランの承認ができていない段階でも、フェーズⅡは実施できるのか。

（調査団）政策がどう変わろうと、保健医療サービスにかかっているコストの分析や、政府職

員や病院職員の能力向上のための研修をいま実施しておけば、将来スリランカにとって大切

な財産になる。疾病対策にどれだけのコストが必要なのか分かるだけで、この国への大きな

貢献になり、マスタープランの承認と関係なく、そういった分野の調査を実施することは意

義があると思う。

　例えば、自動車事故による外科的治療は日本では健康保険の扱いにならず、自賠責保険で

扱っているが、スリランカではすべて無料で病院で治療しており、大変なコストがかかって

いる。この現状を、保健省予算を使わずに自動車保険で治療できるように制度を変えていく

よう提案し基礎情報を提供することは、スリランカの保健セクター改革のために是非とも必

要である。
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③　時間：16:00 ～ 18:00　場所：日本大使館

目　的：表敬及び調査内容協議

出席者：軽部　洋　公　使

　　　　大西英之　一等書記官

　　　　宮原勇治　一等書記官

日本側：内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA事務所員

議　事：

１．フェーズⅠ調査の内容

（調査団）フェーズⅠ調査では、スリランカの保健セクターの構造的問題を初めて体系的に示

したことが国際的にも評価されている。フェーズⅠ調査期間中にタイから２名の講師を呼

び、健康保険や病院経営などについて話をしてもらったことも、スリランカの医療関係者

には大きなインパクトがあった。

　この国は組合がとても強く1980年代や1990年代にもマスタープランを策定しようとし

て政府系医師組合（GMOA）につぶされており、もはや外国人に策定してもらい外圧を利

用しないとマスタープランはつくれない、という保健省の意図もあり日本に要請してきた

のだと思う。またミレニアム開発目標の会議でも、日本はこれからアジアを中心にシステ

ム強化を支援していく流れとなっており、本件はそれに合致している。　

（大使館）スリランカのような教育レベルの高い国でソフト支援をするこの案件はぜひ成功さ

せたいと思っている。

２．フェーズⅡ調査

（調査団）もしマスタープランの承認が遅れたとしてもフェーズⅡをやる意味は十分にあり、

健康保険導入など政治的になる問題は対象とせず、運営面でのシステム強化が中心になる。

（大使館）フェーズⅠ調査は厚生労働省でも非常に高く評価されている。GMOAとの交渉は

かなり進んできているので承認は時間の問題だと思う。フェーズⅡでは政府側の状況も配

慮したうえで内容を選んでほしい。

（調査団）外来コストの２～３割を占めている救急医療の強化や、総合的な予防対策、病院の

業務改善といった、政治問題に触れないテーマをフェーズⅡでは選択しようと考えている。

（大使館）セクターリフォームの実施は難しいので、日本ができる限りスリランカ側を支援す

るような体制をつくりたい。

（調査団）フェーズⅡでは、例えば病院を１つ選びパイロットプロジェクトとしてコスト分析

を行うと同時に、定期的な研修を行って人材育成も行うことを考えている。保健予算が足

りないのは明らかなのに、データがないためそれを実証するのができなかった。高コスト

医療になっていることをコスト面から明らかにしておくと、例えば10年後にuser feeを導

入するときにも役に立つ。

（大使館）この国では政府セクターの人はコスト意識が低いので、民間セクターからビジネス

に成功した人を連れてきてプロジェクトを実施したほうがいい。パイロットプロジェクト

でできたモデルケースは、継続案件で融資する際にも役立つと思う。
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2004 年９月 10日（金）

①　時間：10:30 ～ 11:00　場所：財務省　

目　的：表敬、調査内容協議

出席者：Mr. J. H. J. Jayamaha Additional Director General, Dep. of External Resources

　　　　Mr. Mapa Pathirana Director (Japan Division)

日本側：内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA事務所員

議　事：

（調査団）フェーズⅠで策定したマスタープランの政府承認がGMOAの反対で遅れていること

もあり、フェーズⅡでは政治的に中立なテーマを扱いたいと考えている。保健医療に必要な

資金が足りないのは明らかなのに、サービスに必要なコストの基礎的情報すらないので、コ

スト分析は重要な分野だと考えている。

（財務省）コスト分析は大きな病院で行うのは難しいだろうが、県病院レベルならできると思

う。必要なコストが分かっていないので、保健省も適正な予算編成ができないでいる。

（調査団）本来なら user charge や健康保険制度の導入が必要である。

（財務省）民間病院では医療費を支払える患者がたくさんいるのに、公立病院で医療費を請求

しないのはおかしいと感じている。

（調査団）健康保険を導入するにしても、適正な価格がいくらかを調査しなければ始まらない。

コスト分析は健康保険制度の基礎にもなる。また、スリランカでは交通事故のコストは莫大

なものなのに、無料で治療されている。政治問題になりにくい自動車保険の導入を提案した

いと考えているが、様々なセクターが関係している問題なので保健省だけでは改革できな

い。財務省からの支援がぜひ必要である。自動車保険については今日これから会う予定の保

健大臣にも話してみるつもりである。

（財務省）保健大臣が必要性を理解すれば、他関係機関も導入に向けて動き出すと思う。自動

車保険ができれば、かなりの予算が節約できる。患者に医療費を請求しているスリジャヤワ

ルダナプラ総合病院の経験からも、コスト分析の勉強ができると思うので、実際に訪問して

調査するといい。

（調査団）フェーズⅡのもう１つの柱は病院管理になる。キャッスル・ストリート産婦人科病

院（CSHW）での経験を基に、総合的品質管理（TQM）を全国的な運動として展開したいと

考えている。ただ世界銀行やWHOが病院業務改善のプロジェクトを実施しているので、重

複しないように検討したい。

（財務省）CSHW の院長がここに来て、自分の経験を他の病院にも伝えたいと話していた。

JBIC の小規模インフラ整備事業（SIRUP Ⅱ）に関しては、来週融資の交渉があるが、現場

での工事は既に始まっているものもある。対象分野は保健、教育、灌漑などである。

（調査団）保健財政の分野の調査に関しては、財務省の支援がぜひ必要である。

（財務省）予算配分の決め方については Dep. of National Planning, National budget の部署が情

報をもっている。コロンボ大学の経済学部にも保健経済学の専門家がいる。医学部にこう

いった分野の研究者がいるかどうかは分からない。
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②　時間：12:30 ～ 13:00　場所：保健省　

目　的：表　敬

出席者：Hon. Nimal Silipala de Silva, MP 保健大臣

　　　　Dr. H. S. B. Tennakoon Deputy Director General (Planning)

日本側：内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA事務所員

議　事：

（調査団）フェーズⅠ調査では、スリランカの疾病構造が治療コストの高い成人病中心に転換

しているにもかかわらず、リソース不足により保健医療サービス供給が不十分になっている

現状や、コスト情報がないといった保健財政面の問題点を明らかにした。

　フェーズⅡ調査では、こういったスリランカ保健セクターの構造的な問題を改革するため

のシステム強化を支援する。またフェーズⅠから続いている政府系医師組合（GMOA）との

コンセンサスづくりは、現在はフェーズⅠで提案された個々のプロジェクトの内容をチェッ

クする段階まで進んでいる。

（大　臣）フェーズⅠで策定されたマスタープランは、JICA調査団と保健省スタッフが参加型

プロセスで協力し合ってできあがったものであると高く評価している。GMOAとの交渉はか

なり進展したので、もうそれほど心配する必要はないと思う。今後もフェーズⅡ調査の実施

を支援する意向である。

（調査団）フェーズⅡ調査では、フェーズⅠで策定されたマスタープランを実施に移すための

支援を行う。スリランカ保健セクター改革に重要なテーマ、例えば保健医療サービスにかか

るコスト分析の機能を根づかせるための制度づくり、また具体的な統計情報はないが外傷患

者のかなりの部分が交通事故によると想像されており、交通外傷患者のケアに莫大な保健省

予算を支出していると考えられることから、交通事故対策を視野に入れた自動車保険導入の

ための基盤研究となる調査を検討している。

（大　臣）コスト分析は大変重要だが、病院で全面的にuser feeを導入することは政治的社会的

な問題になるので慎重に検討しなければならない。国立スリランカ病院で導入されているよ

うに、まずは公立病院で病床の一部を有料化 （Paying ward）し、一般病床より質の高いサー

ビスを提供し、手術、検査、投薬、ベッド代などすべてのサービスを患者から徴収する形に

したい。院内にある程度の有料ベッドをもつ公立病院が全国に少しずつ増えていけばいいと

考えている。それでも民間病院にかかるより費用は安く、サービスの質が良ければ患者は来

る。実際、以前からスリジャヤワルダナプラ総合病院では患者から医療費を徴収している

し、出産するときは民間病院に行く患者がとても多い。

　将来的には、公立病院でも１人１人の患者に医療費の請求書を発行すべきだと考えてい

る。ただし、これは実際に医療費を徴収するのではなく、「Paid by Sri Lankan Government」

という領収印を押して患者に渡すことによって、保健医療サービスを受けるにはコストがか

かっていることを国民に意識させることを目的とするものである。この問題は早急に導入す

るのは難しく、長期的に実現していくべきだと考えている。

（調査団）個々の患者に医療費を請求するシステムをつくるためにも、適正な診療費を明らか

にするコスト分析は大変重要である。病院で若干の fee を徴収し、その歳入をサービス改善

に利用できるようになれば病院のマネージメントも向上するので好ましい。またフェーズⅡ

では保健省スタッフや病院管理者向けの様々な研修の実施を検討している。
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（大　臣）各病院で患者に請求書を発行するには、患者登録制度の導入が不可欠であり、構内

ネットワーク（LAN）などの院内コミュニケーションシステムも必要になる。その前の段階

として、コスト分析や予算作成能力向上が肝要であり、コンピューターを活用して調査を

行ったり研究所から専門の講師を呼んで研修を行うといい。また、薬剤供給システムも改善

が必要である。

　全般的に、急激な改革は好ましくないが徐々に改革が進む方向を望んでいる。

（調査団）キャッスル・ストリート病院（CSHW）で成功した業務改善運動（5S）をベースと

した Total Quality Management を全国展開することも検討している。

（大　臣）CSHWの事例はよく知っている。アンパラ地域総合病院などでも業務改善に取り組

んでおり成果をあげている。

③　時間：14:30 ～ 15:30　場所：世界銀行スリランカ事務所

目　的：表敬・調査内容協議

出席者：Dr. Daya Samarasinghe

日本側：内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA事務所員

議　事：

（調査団）フェーズⅡ調査の効果を高めるためにも、ぜひ世界銀行と協力したいと考えている。

世界銀行のプロジェクトの進捗状況を説明してほしい。

（世界銀行）現在スリランカで実施している案件は２つあり、１つはHIV／AIDS（予算 200万

ドル）、もう１つは SLHDP（予算 6,000 万ドル）である。後者は district の計画策定能力を高

めることを主な目的としており、既存の予算システムに乗って資金が届くようになってい

る。１年次で約１万ドルが配分され、１年次の成績に応じて２年次の予算配分額が決まる仕

組みになっている。対象とする分野は母子保健、NCD 対策、精神保健（特に自殺対策）、栄

養、病院である。病院コンポーネントのなかでは、各レベルの病院のサービスを定義し、レ

ベルごとに適正なサービスや人員配置を決め、オーナーシップをもてるようにしたい。

（調査団）GMOA は保健セクターの将来をどう考えているとされているのか。

（世界銀行）保健省が学校保健の強化の一環で地域を巡回する小児科医（community pediatrician）

の新設を提案したが、GMOAは拒否しあくまで病院に患者を来させるように固執した。彼ら

は病院における現在の位置を固守したがっている。

（調査団）フェーズⅡでは政治に影響されないテーマを選びたいと考えている。

（世界銀行）世界銀行のHealth Sector Project 1 で小規模なコスト分析を行ったことがある。レ

ディ・リッジウエイ小児病院で、各医師が同じ疾病の治療をいくらで行っているかをボスト

ンコンサルティンググループが実施した調査がある。いまの保健大臣はコスト分析にとても

興味をもっていて、病院の TQM プロジェクトが大臣の出身州で行われることになった。

（調査団）病院でTQMを実施することで、各部署の作業量が標準化されれば作業環境が改善さ

れ、コスト分析も行いやすくなる。実際にかかっているコストのデータを示せれば、本来あ

るべき資源配分とのギャップを明らかにできる。コスト分析を実施する病院の候補としては

ペラデニヤ大学病院を考えている。

（世界銀行）ペラデニヤだと教育省からきた大学教員である医師と保健省から来た医師がいる

ので、二者の間をうまく調整しないといけないので難しいのではないか。キャンディ総合病
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院のほうが実施しやすいと思う。また、キャンディだと遠くてコロンボとの往復に時間をと

られるので、なるべくコロンボ近辺の病院を選んだほうがいい。例えばコロンボ南総合病院

はいい候補になる。

（調査団）自動車保険の導入のための調査も検討している。

（世界銀行）この国では、救急医療の質がとても低く、救急で病院に行っても医師がいない。

自動車保険の問題は多くの関係機関があるので、まとめるのが大変かもしれない。

2004 年９月 11日（土）

①　時間：9:30 ～ 10:00　場所：スリジャヤワルダナプラ総合病院（SJGH）　

目　的：調査内容協議

出席者：Dr. D.L.de Lanerolle スリジャヤワルダナプラ病院院長

　　　　Dr. L.U.C. Kueuavag スリジャヤワルダナプラ病院副院長

日本側：長谷川団長、内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA事務

所員

議　事：

（調査団）フェーズⅡではスリランカ保健セクターの高コスト体質をより明確にするため、コ

スト分析を１つのコンポーネントとして検討している。昨日、保健大臣に面談したが、医療

費を患者に知らせることの意義をよく理解していた。

（院　長）明確な保健政策がないなかで、SJGHのような半独立病院にとっての政府補助金の意

味合いが不明瞭なままである。病院予算は毎月各部署から職員が参加する委員会で決定し、

支出を抑制するように計画し、余った場合は他部門に回して再配分している。

（調査団）実際にかかっているコストと、患者から徴収する額はどう決めているのか。

（院　長）政府からの補助金は職員給与に使われ、患者から集めたfeeは病院サービスに使われ

る。だいたい補助金が収入の４割、user fee が６割となっている。以前あった無料病床はな

くなり、一般病床と特別病床に分かれている。特別病床ではかかったサービスすべてを患者

から徴収するが、一般病床では大規模手術、小規模手術といった症例ごとに標準化されたfee

が設定されている。

　　特別病床での手術は午後４時以降に行われ、医師や看護師などは他の病院から夕方 SJGH

に来て手術を行い、夜中まで施設を活用している。有名な医師が執刀するとfeeが高くなり、

看護師もケースごとに決まった金額を臨時収入として得られるようになっている。

（調査団）保健大臣はコスト意識を国民にもたせることに理解を示したが、この病院のシステ

ムを他の公立病院に導入するのは可能だろうか。

（院　長）アイデアとしては素晴らしいが、現実とのギャップはとても大きい。

（調査団）フェーズⅠを実施していた３年前はuser feeのことを話題にするのも難しかったが、

今回は議論ができるようになりHMPの教育効果が出ているように感じている。フェーズⅡ

ではコスト分析を行いたいが、優秀な会計士はどうやって確保したらいいのか。

（院　長）SJGHには会計士３名、簿記係２名がいるが、公立病院の会計士は公認会計士ではな

いので、プロジェクトユニットを設置して医師や看護師とともに会計知識を学ぶことから始

めてコスト分析を実施したほうがいい。会計学やコストについての知識を研修するとして

も、まず医師や看護師を教育すべきだ。彼らの協力がないとプロジェクトはうまく動かない
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と思う。

　最近、銀行出身の新しい理事長が就任したので会うと参考になると思う。

②　時間：10:30 ～ 11:40　場所：キャッスル・ストリート産婦人科病院（CSHW）

目　的：調査内容協議

出席者：Dr. K. K. W. Karandagoda　CSHW病院院長

日本側　長谷川団長、内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA事務

所員

議　事：

１．質　疑

（調査団）フェーズⅡではコスト分析を１つのコンポーネントとして検討しているが、それと

TQM をどうリンクさせればいいのか。

（院　長）この病院の職員はコスト分析に取り組む意欲を十分にもっており、世界銀行プロ

ジェクトのなかでコスト分析をすることが決まっている。予算は50万円程度と少ないが、

帝王切開や通常分娩など医療サービスから光熱費まで病院サービスに必要なあらゆるユ

ニットコストを算出する。コロンボ大学にはコスト分析の研修を行っている教室もある。

　病院でコスト分析を始めるには中間管理職から研修を始めることが重要で、その後各部

署から10人程度を選び徐々に主要スタッフへと研修を拡大し、研修はコスト意識を高める

ことと技術向上を組み合わせた内容にする。研修では保健経済学をまず教え、薬の供給プ

ロセスや資本コストと減価償却といった基本知識を身につけられるようにした。

　「Quality management unit」を院内に既に設立し、そこをコスト分析センターと位置づけ

ている。各病床では１か月にどれだけ費用がかかったかを計算しており、例えば各患者に

１週間に処方する薬の名前、量、回数などを分かりやすく書いた drug chart にも単位原価

を記入して全体費用が計算できるようにしてある。

　各病棟にいる医師が患者登録から院内のあらゆるサービス供給に必要な時間についての

time study も実施済みである。

２．院内視察

　院内の倉庫を見学し、伝票や消耗品類が 5S 運動で整理整頓されて保管されている状況を確

認した。

３．参考資料

　Quality and accreditation in health care services, WHO, 2003

2004 年９月 13日（月）

①　時間：9:00 ～ 10:00　場所：中央州保健局（キャンディ）　

目　的：調査内容協議

出席者：Dr. S. Siriwardena 中央州保健局長（PDH）

　　　　Dr. Driyantha Hewage 中央州副保健局長（DPDH）

　　　　Dr. L. B. H. Denuwara キャンディ県副保健局長（DPDHS）
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　　　　Dr. Gamini Seneviratne ヌワラエリア県副保健局長（DPDHS）

　　　　Dr. Gamini Jayakody 中央州コンサルタント（専門医）Community Physician　

日本側：長谷川団長、内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA事務

所員

議　事：

（調査団）マスタープラン（HMP）についてどの程度知っているか。

（PDH）マスタープランは保健局に届いており既に読んだ。現在、県保健計画を作成中だが、

HMPの枠組みのなかで、その内容を参考にしながら計画を策定している。地域の精神保健プ

ログラムを策定中で、メンタルクリニックと基幹病院をリンクさせようとしている。

　現在、病院機能の再分類の作業が進行中で、基幹病院（Base Hospi ta l）を県総合病院

（District General Hospital）にアップグレードしようとしている。今までは患者がキャンディ

総合病院とペラデニヤ教育病院に集中していたので、県総合病院に母子健康（MCH）関連の

診療科ができることは好ましい。

（調査団）１次レベルの病院が利用されていない理由についてはどう考えているのか。

（PDH）同じレベルの病院でも病床利用率は 30％から 100％までばらつきがあり、利用されて

いない病院に無理に患者を押し込むわけにはいかない。ただ、最近は手術後２～３日たてば

専門医の判断で下位レベルの病院にリファーするようになってきている。　

　ここでは病院から遠い地域を対象に、移動レントゲン車や移動検査室などを利用して訪問

診療サービスを行っている。こういった地域保健の活動には車がとても重要だが、もう15年

も使っている古い車両が多く、数も足りない。JBIC の SIRUP Ⅱが実施に向かっており会合

にも出席したが、このプログラムでは車両は供与されない。JBICのプログラムは独自の基準

で中央レベルで内容が決められており、JICAプロジェクトのように調査団と直接話し合って

内容を一緒に決めていくようなプロセスがとられていない。各県レベルの特有の保健の問題

をもっと考慮してほしい。

②　時間：10:00 ～ 11:00　場所：キャンディ総合病院　

目　的：調査内容協議

出席者：Dr. M. G. D. Samarasingha キャンディ総合病院院長

　　　　Dr. W. G. A. Dissanayake キャンディ総合病院副院長

　　　　Dr. N. M. M. Iqbal キャンディ総合病院感染症対策・生産性向上部門医師

　　　　Mr. B. M. S. Basnayak キャンディ総合病院事務職員

日本側：長谷川団長、内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA事務

所員

議　事：

（調査団）マスタープラン（HMP）の内容についてどの程度知っているか。

（院　長）HMPは中央でやっていたことなので詳細な内容は知らないが、現在策定中のこの病

院のマスタープランに HMP の内容が反映されている。キャンディ総合病院の特徴は、腎移

植ができるなど専門性が高いため南部の州だけでなくアンパラなど東部からも患者が受診す

ることで、策定中のマスタープランは患者の主な出身地である８つの県を対象にした地域保

健医療計画になる。単科の専門病院や民間病院がたくさんあるコロンボと違い、キャンディ
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には専門病院や民間病院が少ないため、あらゆる疾病の患者がこの病院に集中し、患者も病

床数も年々増加し（2,084床）ている。病床利用率が125％になることもあるほど患者は増え

ているが職員が足りなくて困っている。

（調査団）もしフェーズⅡの調査のなかで、この病院で会計士などとともにコスト分析の調査

を行ったら、病院運営に寄与するか。

（院　長）疾病構造が変わり高コスト医療サービスが増えてきたため、限られた資源をいかに

活用するかということが病院にとっても重要であり、１人の患者の治療に年間にいくら必要

なのかを既に病院独自に算出し、専門のユニットが既にできている。特に、コストの高い外

科手術の需要が増えているため、院内の資源配分を適正にするためにも、コスト分析が重要

であると認識している。この病院ではきちんとした研修などせずに、職員にいきなりコスト

分析をやらせたが、もし専門家と一緒にコスト分析ができれば非常に有益である。

　病院の支出を減らすため、食事など医療部門以外のサービスは既に外注している。また

オーストラリアから集中治療室（ICU）用のベッドを供与されたように、海外からも支援や

寄付を受けることもある。ここには貧しい人も多いが、病院の医療費を払える人もたくさん

いる。ただし、user fee を制度として導入することは政治的に難しいと思う。

③　時間：11:00 ～ 12:00　場所：ペラデニヤ大学教育病院　

目　的：調査内容協議

出席者：Dr. Mrs. Chandra Gunathilake ペラデニヤ大学教育病院院長

　　　　Dr. Mrs. Anver ペラデニヤ大学教育病院副院長

日本側：長谷川団長、内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA事務

所員

議　事：

（調査団）JICAはマスタープラン（HMP）の実施を支援するためにフェーズⅡ調査を実施する。

　フェーズⅡのなかでは医療サービスのコスト分析を実施しようと検討している。

（院　長）現在の病院運営の大きな問題は、疾病構造の変化で年々高コスト医療になり多くの

予算が必要なはずなのに、経済状況がよくないためにむしろ予算額が減っており、その

ギャップが年々拡大していることだ。ここは教育病院なので、他の医療機関のモデルになる

ように標準化されたサービスを提供しなければならず、限られた資源で最大限のアウトプッ

トを出せるよう常に努力している。ここの予算は、教育省からは大学職員の給与のみで、機

材や医薬品など病院サービス予算はすべて保健省からくる。

（調査団）もしフェーズⅡ調査のなかで、この病院でコスト分析のためのワークショップを行

う場合、どの部門のスタッフが参加すべきか。

（院　長）事務部門と、各診療科の責任者がまず参加し、その後に看護師などに徐々に拡大す

るのが望ましい。あまり部門を広げず１～２部門だけ選んで実施してもいい。

（調査団）また、この病院で会計士などとともにコスト分析の調査を行ったら、病院運営に寄

与するか。

（院　長）会計士よりエコノミストが必要だ。病院の会計士は公認会計士ではないので、コス

トが何かといった概念が理解できない。会計士よりも医療統計分析の専門家のほうがむしろ

必要だと考える。新卒の医師をそのチームに入れ、会計の知識を学ばせるのもいい。



－ 121 －

（調査団）この病院に有料ベッドはあるか。

（院　長）ここにはない。もし有料ベッドをつくっても、そこで得た収入は国庫に納めなけれ

ばならないので、病院運営には寄与しない。医療費無料制度というが、無料というのはだれ

かがコストを負担している、ということを認識すべきだ。

④　時間：16:30 ～ 17:30　スリジャヤワルダナプラ総合病院理事長（JICA事務所にて）

目　的：調査内容協議

出席者：Mr. A. Sarath de Silva スリジャヤワルダナプラ病院理事長

　　　　Dr. L. U. C. Kueuavag スリジャヤワルダナプラ病院副院長

日本側：長谷川団長、内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA 事務

所員

議　事：

（理事長）セイロン銀行の頭取を経て、４か月前にスリジャヤワルダナプラ総合病院（SJGH）

理事長に就任した。民営化はせずに病院の運営効率を高める努力を行っており、最近コンサ

ルタントに病院サービスの価格設定や費用など財務部門の分析を発注した。３か月で調査は

完了する。SJGHは総合病院ではあるが、精神科などサービスしていない診療科もいくつか

あるので、診療科目数を増やし専門性を更に高めたうえでハイテク病院にしたいと考えてい

る。

（調査団）債券を発行するなどしてキャッシュフローを改善することは検討しないのか。

（理事長）SJGHは“眠れる巨人”のようなもので、優良な資産があり場所もいいのにマネージ

メントが悪くて十分に活用されてこなかった。食事サービスを外注化したり、民間セクター

との戦略的協力体制をつくるように経営努力をしている。労働組合や政府に振り回されるよ

り、民間セクターと付き合ったほうが経営のために好ましい。

（調査団）それは自治権の拡大あるいは半官半民のような組織をめざすということか。

（理事長）銀行にいたときも組合によって経営の邪魔をされたことが何度もあった。SJGH の

医師の給与は保健省のグラントからもらっているので、医師組合の問題を無視できない。

SJGH は人件費比率がとても高いので、パフォーマンス・ベースの給与体系にしてもいいと

考えている。

（調査団）他の病院とSJGHを比較して、コストとサービスの質の関係について調査すると面白

いと思う。

（理事長）地方ではコミュニティーが協同組合のようなものをつくって、メンバーから資金を

集めて病院を運営する動きがある。地方の１次レベルの病院に患者があまり来ないのは、薬

が恒常的に不足し、多くの医師が自分のクリニックでアルバイトしているためだ。薬につい

ては、中央集権化されたままの供給システムに問題があり、毎月 200万ルピーの薬が期限切

れになって無駄になってしまっている。

（調査団）なぜロジスティクスにそれほど問題があるのか。

（理事長）効率を追求するという概念がないからだ。イギリスのNHS（National Health System）

改革についての本を読んだことがあるが、病院運営には医師は不要でマネージメント専門家

が運営すべき、医師も看護師も収入を増やすことを考えて仕事をするべきだと書いてあり、

興味深かった。
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（調査団）この国で自動車保険の制度を導入するのは可能だろうか。

（理事長）第三者支払い方式を行っている自動車保険会社があるが、補償を受けるまで５～６年

もかかってしまうので、導入するなら自賠責保険にするほうがいいだろう。

（調査団）保健省でも、患者にコストを意識させるために治療にかかった金額を書いて領収印

を押して患者に渡そうという考えがあるが、国民はどう反応するだろうか。

（理事長）SJGH では患者が退院する際に渡す diagnosis card があるので、そこに患者情報の公

開のひとつとして治療費用についても書くといいと思う。

（調査団）医療サービスが標準化されずにコスト情報だけ明らかになると、サービスの質の低

さとコストの高さのギャップに患者は驚くのではないか。

（理事長）医療費無料といっても、だれかがそのコストを負担していることは国民も理解すべ

きである。

（調査団）この国で健康保険は導入できるだろうか。

（理事長）農民向けの年金制度などあるが、加入率は 10％以下とまだ低い。スリランカでは給

与所得者が少なく、農民や自営業などインフォーマルセクターから保険料を徴収するのはコ

ストが高くなるので、グループ保険が適していると思う。グループ内で保険料徴収に責任を

もたせ、保険加入者は近くの病院で健康保険を利用できるようにする制度がいい。世界銀行

が社会保険についての調査をたくさん行っているので、参考にするといい。

2004 年９月 14日（火）

①　時間：9:00 ～ 11:00　場所：JBIC スリランカ事務所　

目　的：SIRUP Ⅱの内容確認

出席者：森　　三佳　JBIC 開発第２部　業務主任

　　　　矢向　綾子　JBIC 開発第２部

日本側：長谷川団長、内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、小林 JICA 事務所員

議　事：

（JBIC）SIRUPⅡ（Small-Scale Infrastructure Rehabilitation and Upgrading Project Ⅱ）は保健・

教育セクターを対象とし、今後３年間で総額 158 億円、２年間だと 100 億円の予算で、保健

セクターだけだとこの半分の金額になる。ただし、財務省が予算を減らす方向にあり、現在

2005 年度分の予算は作成しているが、当初予定していた 2006 年度分は予算が切られてしま

う可能性もある。融資の対象となる病院は 200 か所程度になる。

（調査団）フェーズⅠで策定したマスタープランの影響で、各病院レベルでは保健財政の問題、

コスト分析やuser feeについての議論ができる雰囲気ができていると今回の調査で実感して

いる。この国では３次病院に患者が集中し１次病院は利用されていないことが多いが、

SIRUPⅡで対象としている地方病院が、本当に機能しているのかきちんと確認すべきではな

いか。

（JBIC）地方には医師が行きたがらないので、病院を支援する場合も本当の僻地であれば医師

用の住宅も建設するようにしている。SIRUPⅡの対象病院に医師が本当に赴任し定着するか

モニターし、未達成であれば資金を支出しないくらい厳しい条件をつけないといけないと考

えている。ただし、財務省のなかに PMU（Project Management Unit）ができている関係か

ら、保健省や州保健局から定期的に現場の情報を吸い上げるのは難しい。
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（調査団）フェーズⅡでは5S活動による業務改善運動を各地の病院で実施することを想定して

いる。5Sで初めに入るのは医療廃棄物の部門になるので、SIRUPⅡで病院に医療廃棄物処理

を義務づけることはできないか。5S導入が完了した段階で、産業廃棄物を入れられると好ま

しい。

　　どこの病院でも機材のメンテナンスがきちんと行われておらず、機材が壊れると、修理で

きず放ってあるものがとても増えているが、機材供与についてはどのように考えているのか。

（JBIC）機材の性能からみて壊れにくいものを選んでおり、壊れやすいものや高価なのは、

SIRUP Ⅱでは選んでいない。

②　時間：16:00 ～ 17:00　場所：世界保健機関（WHO）　

目　的：表　敬

出席者：Dr. Kan Tun WHO Resident Representative

　　　　Dr. Palitha Abenkwn WHO, ex-Director

　　　　Dr. Thushara Fernamdo NPO

　　　　Dr. Tissera NPO

　　　　Dr. Wartharajah Consultant, Health Economist

　　　　Dr. Samarage Director (Organizational Development), MOH

日本側：長谷川団長、内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA事務

所員

議　事：

（調査団）フェーズⅡはマスタープランの実施を促進するための支援で、政治問題になりにく

い分野を取り上げようと考えている。具体的には医療サービスのコスト分析や、病院の業務

改善、交通事故の患者の治療にかかる費用の調査といった分野を検討している。

（WHO）コスト分析を行うことはこの国では大変意義がある。無料の医療サービスをいまだに

行っている国は世界でもほとんどない。交通事故に関しては、Macroeconomics and Health 委

員会がいいカウンターパートになるだろう。交通事故の被害はどんどん増えており、どの病

院でも事故による外傷患者の比率が上がっている。交通事故が起こる原因は保健セクターと

関係ないものだが、患者は保健セクターが治療しなければならないので、大きな負担になっ

ている。

（調査団）フェーズⅡでは、交通事故はコストの問題としてとらえている。交通安全対策といっ

た多くの関係組織がかかわる事故の予防についてのテーマまでは扱えない。

（保健省）JICA が扱うテーマ以外で優先して取り組まないといけない分野は、狂犬病対策、ア

ルコール依存症、人材育成の分野である。狂犬病やアルコール依存症はコスト分析の対象に

もなり、人材育成では特にパラメディカルが不足している。

（調査団）WHO が提案している Life Course Approach や Safe Community Initiative に大変興

味をもっており、フェーズⅡの NCD 対策のなかでそのアプローチを生かしたいと考えてい

る。日本は世界一の平均余命を誇る国だが、それゆえに NCD の問題が深刻で、過去に保健

対策で成功したゆえに現在大きな問題を抱えているという点では、スリランカと似ている。

　Life Course Approach は、同じ年代の人々が同じ疾病にかかる背景に胎児の段階からの成

育環境が影響しているため、異なる年齢グループごとに適切な予防的措置を行うことが成人
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してからの病気を防ぐために不可欠というアプローチ。ただ、世界銀行のプログラムのなか

でNCD対策を取り入れるという情報もあるので、そうすると JICA 調査ではNCD対策はで

きなくなる。

（WHO）世界銀行が NCD 対策を行うとしても、それだけではスリランカの問題を改善するに

はとても足りないと思う。スリランカの１人当たり保健予算はわずか30ドルしかなく、この

ような低い所得レベルの国が NCD と闘うのは大変である。

2004 年９月 15日（水）

①　時間：9:00 ～ 10:00　場所：保健省

目　的：調査内容協議

出席者：Dr. Terrence de Silva DDG (Medical Services), MOH

　　　　Dr. Palitha Mahipala Director (Tertiary Care Services), MOH

日本側：長谷川団長、内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA事務

所員

議　事：

・フェーズⅡの実施体制について

　DDG (P lann ing )  が調査全体を統括し、コスト分析と交通事故対策は DDG (Med ica

Services：MS)、TQM は Director of Tertiary Care Service が担当する。

・コスト分析を行う病院

　キャンディ総合病院やペラデニヤ教育病院もいいが、コロンボ南病院もいい候補になる。

コスト分析についてはスリランカでも講義が行われているが、実際に現場でコストを算出し

ようとするとうまくできないことが多いので、JICAによって実務的な技術が身につくような

パイロットプロジェクトが実施されることは有用だと考える。

・WHO による TQM プロジェクト

　対象としている 27 の病院は各 Division ごとに全国にある主要病院であり、いくつかは中

央州にある。CSHW の Dr. K. K. W. Karandagoda 院長がプロジェクトのトップになってお

り、CSHW で３日間の研修が行われる。

・PGIM でのコスティングの講義

　コロンボ大学の中にあるPost Graduate Institute of Medicine（PGIM）では医療行政を学ぶ

コースがあり保健省職員や各州保健局の職員も派遣され修士号を取得しているが、このコー

スのなかにコスティングの講義を入れると、コストの問題が重要であることを理解した

resource personsが増え、コスト分析についての基本認識を広く浸透させることに役立つ。こ

のコースの教科書は DDG (MS) のオフィスにあるので参考にするといい。

②　時間：15:30 ～ 17:30　場所：保健省　

目　的：調査内容協議

出席者：Dr. A. Kahandaliyanage Director General of Health Services

　　　　Dr. Tennakoon DDG (Planning)

　　　　Dr. Stanley Silva DDG (Education, Training & Research)

　　　　Dr. Terrence de Silva DDG (Medical Services)
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　　　　Dr. Ajith Mendis DDG (Laboratory Services)

　　　　Mr. Jayathilaka DDG (Bio Eng.Services)

日本側：長谷川団長、内田団員、半田団員、葦田団員、笹田団員、興津専門家、小林 JICA 事務

所員

議　事：

（保健省）GMOAの関心は curative な分野にあり、HMPをどう実施するのかに関心がある。全

体交渉の４～５割は終わった段階で、確実に年内には交渉は終了し、その後閣議の承認を取

り付け白書にするには更に半年ほど必要だと思われる。遅くとも来年の５～６月には国家計

画として文書化されていると思う。

（調査団）フェーズⅡの保健省内での実施体制はどうなるのか。

（保健省）このプロジェクトは保健省全体で実施、DDG (Planning) がプロジェクトの責任部署

になるので、Planning の職員を増やすことは検討する。Steering Committee は次官が議長とな

りメンバーは議長が決めることになるが、財務省など他の関係省庁も参加することとしたい。

（調査団）NCD の予防計画については、“Good Health at Low Cost Again”をスローガンにし

て evidence に基づいた包括的な予防計画をつくりたい。

（保健省）各地方でDistrict Health Plan を現在策定中で 10月までに５か年計画をつくることに

なっており、そのなかでも予防については計画をつくる。

（調査団）フェーズⅡで策定しようとしている予防計画は、Life Course Approachなど新しいコ

ンセプトに基づいてつくられるので、既存のものとは違う。

（保健省）精神保健、特に自殺、またアルコールや麻薬の問題もスリランカでは深刻だが、そ

ういった分野はフェーズⅡでは取り上げないのか。

（調査団）精神保健の重要性は理解しており、キャンディを訪問した際も州保健局で精神保健

対策についての話を聞いた。ただ今回は、高コストだが治療可能な主要疾病を対象にコスト

分析や予防策を検討するので、そういう観点からすると精神保健は優先順位が低くなる。

（保健省）人材育成についてのコンポーネントはないのか。

（調査団）全体で総花的に人材育成を行うより、コスト分析や病院の業務改善といった限定し

た分野で確実に役立つ技術を身につけてもらうことが重要だと考えている。基本のユニット

ができれば、そこでの経験・技術を他の組織に移転できる。

（保健省）保健省職員に PGIM などでコストについて勉強させ、今後のコスト分析の作業に実

際に参加させるといい。そうやって resource persons を少しずつ増やしていけばデータの蓄

積も増えていく。PGIMでコストの講義を実施することについては、管轄しているコロンボ

大学医学部長と交渉する必要がある。

（調査団）フェーズⅠではFinancingについてのテーマは政治問題になってしまったが、フェー

ズⅡで対象とする分野は問題ないだろうか。

（保健省）言葉を少し変えればいいと思う。“Alternat ive  Financing”ではなく“Accident

Insurance”にするのはどうか。

（調査団）了解した。全体の調査名についても「Evidence Based Management for Health System

of Sri Lanka」にすると調査の内容をよく反映して分かりやすいと思う。
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2004 年９月 20日（月）

①　時間：9:30 ～ 11:00　場所：Union Assurance

目　的：調査内容協議

出席者：Mr. Hydery A. Rehamanjee, Director of Union Assurance Ltd.

日本側：笹田団員

議　事：

１．スリランカの民間保険業界の動向

　スリランカでは 1960 年代以降、保険会社が国有化された時期もあったが、1986 年から民

間企業の参入が許可され、現在は14の保険会社がある。民間保険業界は順調に成長しており、

徐々に参入する企業数が増えている。各社が生命保険と非生命保険（general insurance）を

扱っており、自動車保険はgeneral insuranceの１つである（詳細は Insurance Board of Sri Lanka

の Annual Report を参照）。

２．自動車保険の現状

　自動車保険は強制加入になっており、国民は自動車購入の際に加入を義務づけられている

（保険料は年１万ルピー程度）。対物保障は限度額が設定されており、対人保障はもともと無

制限だったが、近年の再保険の財政悪化により限度額設定の方向で現在議論が行われてい

る。現在の制度では、加害者の法的責任に対してのみ賠償金が支払われるので、交通外傷の

治療費は保険でカバーされていない。一般に、民間病院は自動車保険加入者の治療を嫌がる

傾向があるため、事故の被害者は無料で治療が受けられる公立病院に行くことが多い。自動

車保険の保険料収入は年々増加しており、各社は十分な利益をあげている。

３．民間医療保険の現状

　逆に、医療保険では各社が莫大な赤字を抱えている。問題は、民間病院の医師が治療費を

勝手に水増しして請求することと、入院期間を不必要に長くして多額の治療費を請求するこ

とにある。疾病ごとの治療にかかる費用が標準化されていないため、保険会社としても治療

費が適正かどうか判断できず、民間病院をコントロールできないことが最大の問題となって

いる。医療保険の加入者は保険料を会社が負担できる、コロンボ在住の会社員に限定してい

るが、それでも完全な赤字である。企業の福利厚生として他の保険とパッケージで提供して

いるので、他の保険の利益でバランスをとっているのが実情である。日本やタイがどうやっ

て民間病院をコントロールしているのか、経験を教えてほしい。

４．交通事故対策の課題

　われわれ保険業界は今までに交通事故対策のキャンペーンも実施し、警察当局との話し合

いも重ねてきたが効果がみられなかった。最大の問題は交通事故に対する法的な処罰があま

りに軽いことにある。複数の人が死亡するような、よほど重大な事故を別として、大抵は

5,000 ルピー程度の罰金で済んでしまうため、人々の罪の意識も薄い。警察は交通事故を隠

したがるし、政治家も利益にならないのでこの問題に触れたがらない。ドバイの保険会社で

10年近く勤務した経験があるが、ドバイではライトを点灯しないだけで６か月の免許停止に

なるし、警察の事故記録を発行してもらわないと入院もできないような厳正なシステムが運
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用されており、アメリカに行ったときもドライバーが事故を起こさないように慎重に運転し

ているのを見て驚いた。スリランカでは何より、法務省に働きかけて刑罰を重くすることが

最優先だと思われる。

　JICA調査で交通事故に関する保健セクターの問題点を改善していくことは意義があり、保

険業界としても最大限協力したいと考えている。

②　時間：15:00 ～ 15:30　場所：キャッスル・ストリート産婦人科病院（CSHW）

目　的：TQMに関する調査内容協議

出席者：Dr. K. K. W. Karandagoda, Director of CSHW

日本側：笹田団員

議　事：

１．WHO National Quality Assurance Program について

　対象病院は 23あり、年内に全病院で 5Sの導入は終了する予定である。ただしWHOの予

算が 2004 年分 6,000 ドルしかなく、各病院にQuality Management Unit を設立するための予

算（机、いす、コンピューター、キャビネット、ゴミ箱など１か所 25 ～ 50 万ルピー程度）

と、今後TQMへと活動を継続していく予算が不足するので、JICAに支援してほしい。WHO

は６～８病院を選んで小規模なプロジェクトにしたいと考えているが、私は将来的には基幹

病院より上位の約 60 の主要病院すべてで 5S ／ TQM を実施したいと考えている。

２．各病院を対象とした Awareness Program の内容

　２日間に半日のセッションを４回連続で行う。１回目はリーダーシップ研修でコミュニ

ケーション技術を学び、２回目は日本の 5S 活動の病院への導入例として当病院を見学して

もらい、３回目は病院におけるサービスの質向上について学び、４回目は各病院での質向上

のための活動継続とモニタリングシステム確立手法について学んでもらう。このプログラム

の受講者が各病院で 5S 導入活動を行っていく。

③　時間：16:00 ～ 17:00　場所：保健省

目　的：TQMに関する調査内容協議

出席者：Dr. Palitha Mahipala, Director of Tertiary Care Services（保健省Quality Secretariat 責任者）

日本側：笹田団員

議　事：

１．WHO National Quality Assurance Program について

　このプログラムの対象病院は、基幹病院より上位レベルの病院を各Divisionから１か所選

択した。CSHWのような単科病院だと実施しやすいが、総合病院の場合は診療科を選んで5S

を導入するようにしている。各病院から選ばれたスタッフがCSHWで３日間のリーダーシッ

プ・セミナーを受講してから各病院に帰って5Sを実践している。現在行っている5Sは整理

整頓が中心で、本当のサービスの質向上につながっているわけではないので、何とかして

TQMの段階まですべての病院をもっていきたいと考えている。ただし、WHOの予算は今年

で終わってしまう予定で、保健省としては来年の予算も獲得すべく努力するが、もともと金

額が少ないこともあり、JICA に支援してほしいと考えている。
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　特に 5S の定着が進んでいる病院、CSHW、De Soysa、Lady Ridgeway、KarapitiyaTH、

MataraGH、BadullaPH、Peradeniya THについては、ぜひ来年から JICAに支援してほしい。

　対象病院では既にベースラインサーベイを実施しているので、１～２年後にパフォーマン

スを確認する調査を実施する。

　世界銀行の病院コンポーネントは TQM だけでなく、５年間で病院サービスの再定義や

Best Practice Guide を策定するものなので、内容がより幅広くなっている。

２．保健省による Performance Appraisal

　保健省直轄の 21 病院（リストは収集資料にあり、11 病院は WHO プログラムと重複）対

象に、病院の生産性を図る９つの指標によって活動を４半期ごとに評価する作業が進められ

ている。

2004 年９月 21日（火）

①　時間：14:30～ 15:10　場所：Post Graduate Institute of Medicine, University of Colombo（PGIM）

目　的：表敬、調査内容協議

出席者：Prof. Lalitha Mendis (Microbiology), Director

日本側：笹田団員

議　事：

１．PGIM の目的、内容

　長らく英国に留学して行ってきた医師の卒後教育を国内でも行えるようにするため、1976年

にコロンボ大学の中に設立された組織で、専門医など質の高い保健医療従事者の育成を目的

としている。法医学、地域医療、微生物学、内科学、外科学、小児科学など現在 19の学部が

あり、修士課程の在籍者は 278 名（2003 年）である。1980 年以降の修了者数は 3,800 名を

超える。

　医療行政（Medical Administration）学の修士課程には、中央保健省及び各州の保健局の職

員が毎年 20 名前後在籍し、マネージメント全般や病院管理についても学んでいる。

２．Costing Module 設置について

　私自身スリジャヤワルダナプラ病院の理事会のメンバーでもあるので、コスト分析の重要

性はよく理解している。医療行政学のコースでコスト分析を教えれば、コスト問題や財政の

重要性を理解した保健行政職員が全国にいきわたることになり、貴重な人材となると思う。

　新たにコスト分析のモジュールを設置することは賛成だが、現在いる講師のなかには教え

られる者がいないので、まず日本の講師がコスト分析について講義をすることが必要とな

る。医療行政学部長（Dr. Manil Fernando）や経済や財政の分野に強い講師と、TOT の内容

について具体的に相談してほしい。保健大臣がコスト問題に興味を示していることで、保健

省の協力も得られやすいのではないか。

　また、JICAがフェーズⅡ調査で実際に病院で行うコスト分析の作業に、ここの学生をぜひ

参加させたい。ただ講義でコストについて学ぶだけでなく、病院でどれだけ医療サービスに

コストがかかっているかを現場で見ることで、学んだことがより身につくと思う。
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②　時間：15:30 ～ 17:00　場所：Alcohol and Drug Information Center（ADIC、NGO）

目　的：フェーズⅡ調査の情報・教育・コミュニケーション（IEC）活動について協議

出席者：Ms. Kumari Welegedarh, Programme Officer (media)

日本側：笹田団員

議　事：

１．プロジェクト全体のコーディネート

　フェーズⅡで調査する４分野全体を理解したうえで、IEC戦略を練るコーディネーターを

１人選任し、その指示の下でセミナーを実施したり、教材・ビデオを作成したり、テレビCM

を流すといった個別の活動を行うほうが、より大きな効果をあげられると考える。

２．フェーズⅡで行うソーシャルマーケティング

　NCDといってもタバコ・アルコールの問題から、栄養、ストレス、交通事故、糖尿病など

それぞれ専門に活動しているNGOがスリランカにはあるので、NCDのなかから優先分野を

選んだうえで、その分野で実績のある組織に協力を要請することが望ましい。そのうえでセ

ミナー・ワークショップを開催したり、ブックレットを作成したり、メディアを使ったキャ

ンペーンを展開する。

2004 年９月 22日（水）

①　時間：9:30 ～ 11:00　場所：JICA スリランカ事務所

目　的：調査内容協議

出席者：Mr. Camillus. R. Abeygoonewardena, Security Consultant, JICA Sri Lanka Office

日本側：笹田団員

議　事：

１．スリランカでの交通事故の現状

　交通事故による死者は年々増加しており、1950年代には年間200人程度だったのが、2002年

には2,029人も犠牲者がでるようになった。しかも交通事故の約25％は報告されていないと

いわれている。特に飲酒運転や麻薬常習者などは示談で済ませようとし、保険会社も競争が

激しくなっているので、加入者へのサービスを優先し事故現場で賠償金支払いの手続きを済

ませ、警察へ報告しないことがある。自動車保険の問題点は、賠償金の支払いまでに年単位

の時間がかかることである。

　一般に事故現場での目撃者が少なく、目撃したとしても裁判に関与すると結審まで２～６年

ほどかかるため、警察や裁判所に行く手間を嫌がって証言しない人が多い。死亡事故でも約

5,000 ルピーの罰金で済むことが多く、よほど悪質な事故でないかぎり懲役刑（最長６か月

ほど）にはならない。免許停止など制度としてはあるが、実際に免停になるケースは少ない。

　死者のうち４割が歩行者であり、自動車に乗っている富裕層が、路上の歩行者や自転車に

乗っている人々を（社会的に）低く見て、はねても罪の意識が薄く恥とも思わないという傾

向が見受けられる。

　また、自動車免許は18歳以上が取得できるが、自動車教習所は監督官庁がなく、民間業者

あるいは教官個人が金儲けのために運営しているのが実情で、路上実習のみで運転マナーや

交通安全の知識などは全く教えられていない。授業料収入を増やすため、ごく短期間で生徒
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を卒業させている。

２．交通事故対策の現状

　スリランカでは過去20年紛争が続いてきたため、政府は民族紛争対策に注力し続け、交通

事故対策の優先順位はずっと低いままだった。運輸省が中心になった National Road Safety

Council が議論を重ねているが、今までの実績は皆無に等しい。警察やロータリークラブが

交通安全のキャンペーンは実施しているが、大きな効果はでていない。

　道路交通法の改正案を現在提出しており、死亡事故の罰金を１万 5,000 ルピーに、無保険

で運転した場合の罰金を 5,000 ルピーに、また事故時のスピードに応じて罰金を高くすると

いった内容になっており、来年中には実施されることを期待している。

　アジア開発銀行（ADB）の道路案件で歩行者専用道路を造るプロジェクトが行われてお

り、世界銀行も交通安全対策を含んだ道路案件に興味をもっている。こうした案件は Road

Development Authority（RDA）が担当している。

　また、Moratuwa大学Civil engineering学部のAmalkamarage教授がこの分野の研究を続け

ておりNational Transport Councilの議長でもあるので、JICA調査で協力を依頼するといい。

②　時間：13:00 ～ 14:00　場所：保健省

目　的：表敬、NCD予防対策の調査内容協議

出席者：Dr. Mrs. Lakshmi Somatunga, Director NCD

日本側：笹田団員

議　事：

１．National Policy Framework on Injury Prevention について

　保健省が他省庁と共同でこのアクションプランを策定するにあたり、あらゆる

unintentional injury を扱ったが、そのなかでも交通外傷が最も多く３割以上を占めている。

外傷予防の問題点は、関係機関が多いため協力関係が形成しづらいこと、法律があっても適

正に遵守されていないこと、罰金が安いまま見直しが行われていないこと、外傷に関する

データの整備が不十分なこと、人々の関心が薄いこと、などがあげられる。そのため、

National Policy のなかでは、関係機関の協力体制構築、市民の外傷予防への参加促進、法律

の実効力強化、事故サーベイランスシステムの改善を含む情報システム強化、ハイリスクグ

ループを対象にした予防策実施などを戦略とした。６省庁と大学、市民団体なども参加して

The National Committee on Prevention of Injuries（NCPI）が形成され、交通外傷については

保健省、警察、運輸省が中心になって推進することになっている。

　交通事故によるスリランカ社会全体の損失をできるだけ減らしたいと思っているが、交通

外傷についての研究は少なく、特にコストについての分析はスリランカでは行われていない

ので、JICA がフェーズⅡでコスト分析を行うことは大変意義がある。交通事故対策として

は、自動車教習学校のカリキュラムを整備し、運転マナーや安全教育をドライバーに教える

ことをまず実施したいと考えている。

２．Prevention Policy

　世界銀行のSLHDPで行うNCDのRisk Factor Surveyには交通外傷は含まれていない。各
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州保健局から中堅のMO（medical officer）を１人選任し、タバコ、アルコール、食事、運動

の各面からのリスクについてデータを集め、血圧や身長なども調べてデータベースにした

い。世界銀行のプロジェクトではデータベース化するところが含まれていないので、この部

分を JICA に支援してほしいと考えている。また、できれば５年ごとに調査を実施して、持

続性のあるシステムとして確立したいと思っている。

　また都会と地方とで 3,000 くらいのサンプルを対象に、サンプル調査も行いたい。予防対

策で自分が行っている活動としては、学校での health club づくりがある。地方の学校約 50 か

所で既にトレーニングを実施しており、また青年向けタバコ抑止活動も既に行っている。

　フィンランドが12年かけてNCD抑制に成功したと聞いているので、そういった例も参考

にしたいと考えている。

③　時間：15:00 ～ 16:00　場所：日本スリランカ技術文化協会（JASTECA）

目　的：TQMについての調査内容協議

出席者：Mr. Nimal Perera, Treasurer of JASTECA

　　　　Mr. Mahinda Saranapala, Consultant

日本側：笹田団員

議　事：

・5S の病院への導入・評価方法

　JASTECA は企業・工場などの生産現場に主に 5S を導入してきたが、病院でも経験があ

る。病院は企業と違い、患者への対応に忙しく、職員が物理的に 5S に集中できる時間が限

られるので、企業なら定着に６か月かかるところ、９か月くらいは必要だと思われる。5Sが

どの程度定着しているかは、54 の評価項目をチェックすることで約 90 分あれば評価でき

る。WHO のプロジェクトで 5S を導入した病院に関しても、どの程度 5S が定着するかは病

院により格差が生じるはずなので、まず評価を行ってから、各病院の活動プログラムをつく

ることが望ましい。また JASTECAは全国に協力企業があるので、そこから各地方の病院に

行って指導してもらうことも可能である。
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１．案件名　

　スリランカ国　保健システム管理強化計画（開発調査フェーズⅡ）

２．協力概要

（1）事業の目的　

　2003 年 11 月に終了したスリランカ国保健医療制度改善計画（開発調査フェーズⅠ）で

策定された保健マスタープラン（HMP）の実施を促進するための技術的支援を行う。

（2）調査期間　

　2005 年２月～ 2007 年１月（24 か月）

（3）総調査費用　約 1.8 億円　

（4）相手先協力機関　

　保健・栄養・ウバ州開発省

（5）計画の対象（対象分野、対象規模等）　

1） 調査対象：スリランカ国全土

2） 技術移転の対象：保健省、州及び県レベルの保健局職員、公立病院職員

３．協力の必要性・位置づけ

（1）現状及び問題点　

　スリランカ国（面積６万 2,705km2、人口 1,925 万人、１人当たり GNP 935 ドル）は、

社会福祉重点政策をとってきた結果、その所得レベルに比し先進国並みの良好な保健指標

（乳児死亡率 11、平均余命 73歳）を達成・維持してきたが、疾病構造が感染症優位型から

慢性疾患優位型へ変わり、その対応のためコストが増大するなかで、税金による医療費無

料制度を維持しているため財源不足が深刻になっている。また、縦割りで硬直的な保健行

政や病院マネージメントに対する保守的な反応などのため、新たな保健ニーズへの効果的

な対応ができないでいる。

　このように保健医療制度の見直しが求められるなかで、JICA が 2002 年から 2003 年に

かけて実施した保健医療制度改善計画（開発調査フェーズⅠ）では、保健セクター改革の

ための政策・戦略を定めたマスタープランを策定した。同プランでは５つの戦略目標の

下、個別の疾病対策からリソースマネージメントまで包括的な 77 のプロジェクトを提案

した。同プランの実施には保健省の力だけでは不十分であり、プロジェクトの実施のため

13．事業事前評価表

事業事前評価表（開発調査）

作成日：平成 16年 11 月 15 日　　　　　　

担当グループ：人間開発部　第３グループ
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のメカニズム検討や保健セクター改革のためのシステム整備を支援するためにも、更なる

技術支援が必要となっている。

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ　

　スリランカでは過去２回国家保健計画を策定しようとしたが、保健省の主体性の不足や

政治的理由で内閣の承認を得られずに終わっている。JICAが策定したHMPも、当初は政

府系医師組合（GMOA）の合意を取り付けられなかったため、保健省が粘り強く交渉に当

たり、2005 年には政治的プロセスの下、国家保健計画として承認される予定である。

（3）他国機関の関連事業との整合性　

　JICAが策定したHMPはドナーにとっても指針となるもので、各ドナーが今後実施する

プロジェクトは HMP の枠内で検討することが、既に合意されている。世界銀行はこの枠

内で慢性疾患対策や病院サービス改善、地域保健システム強化、保健省の政策策定能力強

化などを目的とした Sri Lanka Health Sector Development Project（SLHDP）を 2004 年か

ら５年間の予定で実施する。慢性疾患対策や病院サービス改善については JICAと協調し

て実施することが確認されている。国際協力銀行（JBIC）は貧困層支援を目的としたプロ

ジェクトのなかで地方病院の整備に融資（予算 50 億円）することを決定している。開発

調査フェーズⅡにおいては、これらドナーの資金協力の活用を支援することで、HMPの実

施においてより確実な成果を出すこともねらいとしている。

（4）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ　

　重点分野「保健・医療システムの改善・整備」の下の開発課題「保健医療におけるガバ

ナンスの向上、政策形成、制度改善」の協力プログラム「保健医療行政支援プログラム」

に位置づけられる。

４．協力の枠組み

（1）調査項目　

1） 5S ／ TQM 導入による病院における業務改善

〔＊ 5S ／ TQM：5S は業務環境改善を目的とするマネージメントツールで、３段階ある

Total Quality Management（TQM、総合的品質管理）のエントリーポイントのこと。多

機能で品質の高いサービスを効率的に提供できることを目標にした、日々実践されるべ

き活動の最もベーシックな段階のことで、具体的な活動内容として整理、整頓、清潔、

清掃、躾の５つをさしている。〕

①　対象病院の選定

②　5S 運動定着度の評価

③　選定病院における業務改善ユニットの編成

④　5S ／ TQM 活動展開のためのセミナーの開催

⑤　選定病院における 5S 運動の展開

⑥　5S 運動の評価

⑦　選定病院における評価指標モニタリング
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⑧　全国展開に向けてのアクションプラン策定

⑨　外部向けセミナーの開催

2） 保健医療サービスのコスト分析

①　対象病院の選定

②　コスト分析のトレーニング用マニュアルの作成

③　選定病院におけるコスト分析ユニットの編成

④　選定病院におけるコスト分析調査工程の作成

⑤　選定病院におけるスタッフ向けセミナーの実施

⑥　選定病院におけるコスト分析の実施

⑦　代表的疾患治療に必要な医療サービスの標準コストの作成

⑧　外部向けセミナーの開催

3） 交通外傷治療のコスト分析と自動車保険導入のための基礎情報整備

①　交通外傷のコスト分析対象病院の選定（保健医療サービスコスト分析と同一施設）

②　交通外傷治療コスト分析調査工程の作成

③　対象病院における交通外傷治療コストの分析

④　外部向けセミナーの開催

⑤　県レベルの交通外傷発生に関する現況調査

⑥　交通外傷治療の必要投入コストの分析

⑦　自動車保険に関する現状調査

⑧　自賠責保険に関するアクションプランの作成

⑨　自賠責保険導入に向けたセミナーの開催

4） 包括的な慢性疾患調査とその予防策策定

①　生活習慣病リスク要因の調査

②　生活習慣病予防対策の国家レベルにおける戦略計画の策定

③　社会マーケティング活動に関するアクションプランの作成

④　地方普及計画の策定支援

（2）アウトプット（成果）　

1） 計画策定：医療施設における業務改善計画

　　　　　　主要疾患における保健医療サービスの提供に必要な標準コスト案

　　　　　　自賠責保険導入にむけたアクションプラン

　　　　　　包括的な慢性疾患予防計画

2） 技術移転：5S ／ TQM による業務改善手法

　　　　　　病院での治療サービスのコスト分析手法

　　　　　　生活習慣病における執行計画策定方法
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（3）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施　

1） コンサルタント（分野／人数）

　

2） その他　研修員受入れ

　セミナー・ワークショップの開催、パイロットプロジェクト実施及びその過程で必要

となる機材、教材

５．協力終了後に達成が期待される目標

（1） 提案計画の活用目標　

　策定された計画・アクションプランが保健省及び州・県レベル保健局、公立病院におい

て基本計画として取り入れられる。

（2）活用による達成目標　

1） 病院の業務改善への取り組みが全国的に展開される。

2） 保健行政管理者、及び病院管理者が疾患別に医療サービスの提供に必要なコストを作

成することができる。

3） 自賠責保険導入に関する議論が定期的に関係者によってなされるようになる。

4） 生活習慣病予防対策の執行計画が District レベルの保健行政担当者によって策定され

るようになる。

６．外部要因（リスク要因）

（1）協力相手国内の事情　

1） 政策的要因：政権交代等による政策変更による提案事業の優先度の低下

2） 行政的要因：政府系医師組合の本計画への参画調整の欠如

　　　　　　　　世界銀行プロジェクトとの連携における調整の不調

3） 経済的要因：急激な経済状況の悪化に伴う計画前提条件の変化

4） 社会的要因：治安の急激な悪化

（2）関連プロジェクトの遅れ　

　特になし

分　野 人　数

総　括 １

病院管理／TQM １

保健財政１／コスト分析 １

保健財政２／交通外傷・自動車保険 １

予防医学／疫学 １
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７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）　

　本計画は保健財政の問題を中心的に取り上げるが、貧困層に影響を与えるような提案を行う

ものではないというスタンスを明確にしたうえで調査を実施する。

　むしろ医療費が無償で提供されているが故に発生する貧困層への逆進的な状況を明らかにす

るものである。

８．過去の類似案件からの教訓の活用（注）　

　スリランカでは労働組合活動が活発であり、フェーズⅠ開発調査では政府系医師組合がマス

タープランの内容に異議を唱え、その対処に時間をとられた経験があるため、公務員の雇用や

給与に関する問題を扱う際は慎重に行う。

９．今後の評価計画

（1）事後評価に用いる指標　

1） 活用の進捗度

・HMP が国家計画に反映され、提案された優先プログラム／プロジェクトが実施に移

されているか

・公立病院の業務環境が改善されているか

・コスト分析により標準化された医療サービスが提供されているか

・交通外傷の治療コストが明確になっているか

・生活習慣病予防策の執行計画策定が District のレベルで議論されているかどうか

2） 活用による達成目標の指標

・5S ／ TQM 運動を終了し、次のステップの業務改善運動を展開している公立病院の

割合

・コスト分析を実施し、実績ベースに基いた予算計画策定を行っている公立病院の割合

・自賠責保険の導入に関するアクションプランが実施されているかどうか

・生活習慣病予防対策の執行計画が策定されている District の割合

（2）上記 1）及び 2）を評価する方法及び時期　

　調査終了３年後以降に評価を実施する

（注）調査にあたっての配慮事項
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